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RC覆 工の衝撃応答解析手法の適用性に関する

実証的検討

岸 徳 光*・ 中野 修**・ 松 岡健 一***・

菅 田紀 之****

本研究は簡便で合理的なRC覆 工の衝撃応答解析手法を確立することを目的として, 

有限帯板法と二次元骨組解析法による解析結果と実証実験結果を比較することにより, 
各解析手法の適用性について検討を行った. 比較検討には, 供用開始前の実覆工を用い

た, 重錘重量3tf, 最大重錘落下高さ20mで 敷砂単層と三層緩衝構造の2種 類の緩

衝材に対する実験結果が用いられている. 

検討結果, RC覆 工の主応答部の挙動解析には有限帯板法が十分適用可能であること
が明らかになった. 
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1. は じ め に

道路網 の安全施設 の一つとして落石覆工 がある, 通

常, その屋根部には, 落石が構造物に衝突 して発生する

衝撃力を緩和させるために, 砂材(砂 あるいは砕砂, 山

砂等) が敷 かれている, これら敷砂の緩衝効果に関する

研究は, 建設省土木研究所をはじめ産官学において行わ

れてお り, その成果は落石対策便覧1)に 整理されてい

る, これに対 し, 緩衝工の軽量化や緩衝性能の向上を目

的 として, 発 泡スチロール (Expanded Poly-Styrol, 以

後略してEPSと 呼ぶ)を 単独で用いた研究2)や, 表層

材 として敷砂, 芯材 としてRCス ラブ, 裏層材 として

EPS材 から構成される三層緩衝構造に関する研究3),4)

も行われている, このように落石による衝撃力評価に関

する研究は多 く見受けられるが, 覆工本体の動的挙動に

関する研究は少ないようである, 

落石対策便覧1)に よれば, 1)衝 撃 力評価式 によって

求められた衝撃力は, 緩衝材表面に集中荷重 として作用

させる, 2)緩 衝材中の荷重分散は, 載荷点より半開角

が45の 範囲 とし覆工屋根部に等分布に作用させる, 

等 が示されている. 覆工の設計では, 落石によって発生

する衝撃荷重の他, 死荷重, 土圧, 地震時荷重が考慮さ

れている. 特 にRC構 造の場合には, 実務者は, 覆工

を単位奥行きを有する骨組構造にモデル化して, これら

の荷重を落石対策便覧に従って作用させ, 二次元骨組解

析法を用いた静的解析によって設計を行っている, しか

しながら, 二 次元骨組解析法を用いた動的解析結果によ

れば, 覆工の最大応答値が静的荷重載荷時の1. 6倍 程度

になるなど, 動的解析結果 と静的解析結果 とは異なった

性状を示す ことが明らかになっている5). また, 実 際の

RC覆 工 は, 二次元的ではなく奥行 き方向に剛性を持っ

た三次元的な構造である. 合理的なRC覆 工の設計手

法を確立するためには, 落石等による衝撃荷重載荷時の

動的応答性状の把握や, 現状の落石覆工に適用可能 な解

析手法を確立することが必要であるものと考えられる. 

本研究では, 簡便で合理的なRC覆 工の衝撃応答解

析手法を確立することを目的として, 簡易な立体解析手

法である有限帯板法 と, 従来まで用いられている二次元

骨組解析法を取 り上げ, 各解析手法の適用性について検

討を行った, 本研究では, 北海道開発局開発土木研究所

が美幌覆道において行った重錘落下による実証実験結果

と比較することによって, 上記検討を行っている. 

衝撃荷重に関しては, 緩衝材 として敷砂を用いた場合

の重錘落下実験結果6)よ り, 1)緩 衝材底部に伝達され

る衝撃応力は等分布ではないこと, 2)重 錘が緩衝材に

衝突する際に発生する加速度 と重錘質量を乗 じて得 られ

る衝撃力 (以後, 本文ではこれを重錘衝撃力と呼ぶこと

とする) の最大値 と緩衝材底部に伝達される衝撃力 (伝

達される衝撃応力の合力)の 最大値は等 しくないこと, 

等が明らかになっている. 伝達衝撃応力分布が構造物に

作用す る真の荷重であるものと考え, 本論文では, 解析

法の妥当性検討のための入力荷重 として, 主 に伝達衝撃

応力分布を用いることとした. 特 に, 緩衝材 として敷砂

を用いる場合には, 覆工本体の曲げモーメント解析にお

いてのみ, 伝達衝撃応力分布を入力 した場合 と重錘衝撃

力を落石対策便覧に従って入力 した場合の解析を試み, 

実証実験結果 との比較を行 っている. 

本実験では緩衝構造 として, 従来施工 されている90

cm厚 の敷砂単層 と三層緩衝構造 (詳細については後述)

を採用し検討を行っている. 覆工が供用開始前であるこ

とよりコンクリー トにひび割れが生じないようにするこ
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とが条件 として与えられた. そのため, 実験は, 基礎実

験結果を参考にして事前解析を行い, 重錘重量を3tf, 

最大落下高を20mと して行った. 解析理論に関しては, 

二次元骨組解析法の他, 三次元有限要素法に関する検討

も考えられる. しかしながら, 本研究では実験が弾性限

度内であることや実務に容易に適用できる手法の妥当性

を検討することが望ましいと考え, 簡易な立体解析手法

である有限帯板法に関して検討を行 うこととした. 

なお, 本研究では解析手法の適用性検討を主目的 とし

ているため, 緩 衝材の緩衝性能や衝撃力の評価に関する

検討は行っていない. 

2. 角犀 林斤理 論

本論文で簡易な立体解析手法 として用いた有限帯板法

は, 面内変形, 面外変形の一方向に変位関数を仮定し, 

Galerkin法 の 考え方に基づいて剛性関係式 を誘導する

解析手法である. 構造が両端単純支持の場合には, 本解

析法は, 固有値を離散化 した形で求めることができ, か

つ初期条件(要 素の変位および速度が零)を 解析上完全

に満足させることができるため, 容易に衝撃応答解析を

行うことができる. 本研究では, 簡易な立体解析を行な

うことを前提 としているため, 覆工を両端単純支持 と仮

定 してこれらの利点を有効に利用することとした. ここ

で扱 う有限帯板法に関する理論的な考え方は, 奥村等7)

の研究に基づいている, 理論の詳細に関しては文献7)

に譲ることとし, ここでは単純支持 された薄板構造の弾

性衝撃応答解析への応用について簡単に示す. なお, 二

次元骨組解析法の動的問題に関する定式化に関しては, 

文献5)に 示 されているので, ここでは省略する. 

図-1 に示すようなスパン6の 両端単純支持されてい

る薄板要素において, x, yお よびZz方 向の変位をそれ

ぞれu, v, w, x軸 回 りの回転角を θとする. yに 関す

る変位関数を面内変形に関 しては線形, 面外変形に関 し

ては三次式 と仮定すると, 変位U, V, wは 節点i, jに お

ける節点変位および回転角を用いて, 次のように示すこ

とができる, 

u=(1-rj)u2+iu (1)

v=(1-rj)v+rv (2)

w=(1-3rj+2i1J)w;+(3i-2i)w;

+(r/-2+i1)b0i+(-+J)b8 (3)

ただし, η=y/bで ある, 平面応力状態の動的基礎微分

方程式に式(1)お よび(2)を, 薄板の曲げの動的基礎微

分方程式に式(3)を 用 いてGalerkin法 を適用すると, 

xと 時間tに 関する線形連立偏微分方程式が得られる. 

ここで, xに 関 して有限Fourier変 換 を施 し, 両端単純

支持の境界条件に留意 して像関数に関する薄板要素の運

動方程式を求めると, 次 のようなマ トリックス式 となる, 

[M]{Sm[δ]}+[{Sm[δ]}={Sm[F]] (4)

ここで, "" は時間に関する微分を意味する. [M], 

囚 はそれぞれ要素の質量マ トリックスおよび剛性マ ト

リックスであり, {Sm[6]}, {Sm[F]}は 節 点の変位および

断面力の像関数ベクトルで, 次 のように示される. 

{Sm[δ]}=[cm[ui]sm[vi]sm[wi]sm[θi]

Cm{u7]Smw7ISmW]Sm[e7]]T (5)

{Sm[F]}-[Cm[TiISm[Si]Sm[Qi]Sm[Mi]

Cm[Tj]Sm[Sj]Sm[Q]Sm[M]]1 (6)

こ こで, Th, 3h, 9k, Mk (κ=i or j)は 各 節 点 の 変形u, 

v, w, θに対 応 す る 断 面 力 で あ る. ま た, Cm[], Sm[]

はcosine型 お よびsine型 の有 限Fourier変 換 を 意 味 し, 

そ れ ぞ れ,

(7)

(8)

である. 像関数に関する構造全体の運動方程式 は, 式

(4)に 座標変換マ トリックスを適用 して全体座標系に変

換 し, 変位の適合条件 と力のっ り合条件のもとに整理す

ると, 次のような形に表すことができる. 

1Mfl{sfsfl}+1Kfl{smfil} (9)

ここで, サフィックス5オは構造全体を意味する. 

本研究では弾性衝撃解析を行 うこととし, 式(9)に モ

ー ド解析法を適用して解を求めるもの とする. い ま, モ

ー ドベク トルからなるマ トリックスを[X], 基 準座標ベ

ク トルを{Sm[φ]}と す ると, 変位 の像関数{Sm[st]}は

次式のように示される. 

{Sm[5st]}=[XI{Sm{4]} (10)

式(10)を 式(9)に 代入してモー ドの直交性を考慮 し, 

さらに減衰項を導入 して整理すると, 第 づ次の固有振動

に関する運動方程式は次のように示される. 

図一1 単純支持薄板要素
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(11)

ただ し, wiは 第i次 の固有角振動数, hiは 第 唇次の固

有振動に対する減衰定数であり, Fiお よびMiは, そ

れぞれ式(12), (13)の ようになる, 

Fi={Xj}T {Sm[Fst]} (12)

M2={xz}1[Mst]{xZ} (13)

ただし, {xi}は 第i次 のモー ドベクトルである. 

式(11)は Duhamel 積分 により容易に解 くことが可能

であり, {Sm[6st]}は, {Sm[φ]}を 求 め, 式(10)に 代 入

することにより求めることができる. 従 って, 真 の変位

{δst} はこれを逆変換することにより求められる. また, 

任意点の歪および断面力は, それぞれ変位 と歪, 変位 と

断面力の関係式を用いることによって算出可能である. 

3. 実 証 実 験

(1) 実験の概要

重錘落下を受ける覆工の実証実験は, 北海道開発局帯

広開発建設部 が落石対策 のために一般国道336号 広尾

町に建設を進めている美幌覆道(全 長228m)の1ブ ロ

ックを用いて行われた. 本覆道は後述するように1ブ ロ

ックの長さが12mのRC覆 工 である. 実験を行うため

に各種センサーが埋設 されているブロックは, 築後約1

年が経過 しているため, その頂版上には設計書(後 述)

に従って緩衝材 として90cm厚 の 砂が敷かれている. 

実証実験を効率的に行 うために, そのブロックの中央部

頂版上の敷砂を取 り除 き, 道路方向および幅員方向に6

mで 高さ1mのEPS材 で 囲まれた実験用の空間を設

けた. 実験は, この空間部に緩衝材を設置 し, 3tfの

重錘を トラッククレーンを用いて所定の高さまでっ り上

げ, 緩衝材上に自由落下させることにより行っている. 

本実験で採用 した重錘は, 外径100cm, 高 さ79. 5cm

で, 底部 の17. 5cmの 部分を球状とした鋼製のものであ

る. 重量を3tfに 調整するために内部にコンクリー トを

充填 している. 

重錘落下による覆工の動的応答性状は, 衝撃荷重の分

散や作用時間の程度によって異なるものと考えられる. 

本研究では, 緩衝特性の異なる次の2種 類の緩衝材を設

置 した場合について検討することとした. す なわち, 

1) 緩衝材 として, 従来より覆工の設計に採用されてい

る90cm厚 の敷砂単層を用い, 重錘の落下高さを

10mと す る場合(以 後, この実験ケースをS90-10

と呼 ぶこととする), 

2) 緩衝材 として, 表裏層材をそれぞれ50cm厚 の敷

砂およびEPS材, 芯材 を20cm厚 の複鉄筋RC版

とする三層緩衝構造を用い, 重錘の落下高さを20

mと す る場合(以 後, この 実験ケースをD-W-20

と呼ぶこととする), 

である. 以下に美幌覆道の設計概要, 緩衝材の構成材料

の特性, 測定項目, 測定方法等について述べる. 

(2) 美幌覆道の設計概要

本覆道は図一2に 示す ような1ブ ロックの長さが12

m, 頂版の平均厚 さが約1. 1m, 壁厚1mで 海側中央部

に幅5m, 高 さ4. 25mの 開 口部(採 光窓)を 有する箱

型構造の覆工である. 設 計は, 北海道開発局道路防災工

調査設計要領8)に 従って行われている. 設 計に考慮され

ている荷重は, 常時載荷荷重の他, 水平震度kh=0.16, 

鉛 直震度 κv=0.0の 地震荷重および落石 による衝撃荷

重である. 落石による衝撃荷重は, 落石重量を現場の状

況 より決定し, 緩衝材 として90cm厚 の敷砂単層を用

い, ラメ定数 λ=100tf/m2と して振動便覧式 より算定

している. 算定された衝撃力は, 場所によって異なるが, 

平均50tfと なっている, 覆工本体 コンクリー トの設計

基準強度はf'ck=210kgf/cm2で ある. コンクリー トの

材料試験は材令68日 目に行われ, 表一1の ような結果

となっている. 実験時には築後約1年 が経過 している. 

実験時の材料定数を得ることは不可能であるため, 断面

力算定は, 表一1の 材料定数を採用す ることとした. 

(3)敷 砂材

敷砂単層を緩衝材 とする場合や三層緩衝構造の表層材

として用いられている砂は楽古川産の生 コンクリー ト用

の砂である. 表一2に 物性値を一覧にして示 している. 

敷砂はいずれの場合も20cm毎 に足踏みによる締固め

を行い, 所定の厚さに整地 している. なお90cm厚 の

図一2 美幌覆道 の1ブ ロックの形状寸法

表-1 覆工本体 コンクリー トの物性値
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敷砂単層を緩衝材とする場合には, 緩衝材を設置する広

さをEPS材 を用いて4m×4mに 縮 小している. 

(4) 三層緩衝構造

三層緩衝構造 は次のような作業順序により覆工頂版上

に設置した, すなわち, 1)50cm厚 のEPSブ ロック

を, 覆 工頂版上実験用空間全体に敷きつめる, 2)5. 2m

×5. 2mの 芯材RC版 を載荷点中央部のEPS材 上 に設

置する, 3)敷 砂層は, 整地を容易にするために, 芯材

中央部に広 さ4m×4mで 高 さ50cmの 木枠を設置 し, 

その中に詰め込む形で形成す る, である. 写真一1に 実

験前の三層緩衝構造の設置状況を示 している. 表層材で

ある砂の物性値 は表一2に 示す とお りである. 

また, 芯材RG版, 裏層材EPS材 の物性等について

は, 以下に述べるとおりである. 

芯材(RC版): RC版 の形状寸法は5. 2m×5.2m×

20cmで ある. 配筋 は, 鉄筋比が約1%の 複鉄筋配置

で, D13の 異形鉄筋をかぶ り3cmで10cm間 隔に配

置 している. コ ンクリー トは, 設計基準強度 を 塩 一

210kgf/cm2と して配合設計を行い, 現場にて打設養生

を行った. 実験時の材令は35日 で, その時のコンクリ

ー ト強度は端 一229kgf/cm2で あった. 

裏層材(EPS材): 本実験に用いられているEPS材 は

型内発泡法により製造された1ブ ロックが2m×1m

×50cm, 公称密度20kg/m3の ものである. 図一3に

本実験に用いられたEPS材 の応力-歪 曲線を示 してい

る. 現時点では高速載荷時の応力-歪 曲線を得ることが

不可能であるため, ここでは載荷速度が遅い場合の結果

を示 している, 本実験に用いているEPS材 は5%圧 縮

歪時の応力が1.1kgf/cm2, ポア ソン比がv=0.05で あ

り, 弾性挙動を示す領域は圧縮歪が1%以 下の場合で, 

その時の応力は5%圧 縮歪発生時の約1/2で ある. 

(5) 測定項目および測定方法

本実験では重錘加速度の他, 落石による衝撃荷重載荷

時の覆工の動的挙動解析への解析理論の適用性を検討す

るために合計76個 の各種センサーを設置 して測定を行

っている. 以下にその概要を示す. 

重錘加速度の測定: 重錘の衝突衝撃力を算定するために, 

重錘の中心底部に歪ゲージ型加速度変換器(共 和電業製

AS-HA型) を埋設 した, いずれの緩衝材や重錘落下高

さにも対応できるように, 定格容量が200Gと500G

(応答周波数範囲がそれぞれDC～3.5kHz, DC～5

kHz)の 変換器を2台 ずつ用いている. 

伝達衝撃応力の測定: 緩衝材を通って覆工頂版部に伝達

される衝撃力(本 論文では, 以 後この力を伝達衝撃力 と

呼ぶこととする)や その分布を求めるために, 覆工頂版

の幅員方向に衝撃荷重測定用 ロー ドセル9)を 合計31台

設置 している. 本 ロー ドセルは受圧面直径が32mm, 

定格容量が応力換算で100kgf/cm2, 応答周波数範囲が

DC～600Hzで あ る, 伝達衝撃力を精度よく測定するた

めに, 各 ロー ドセルは 図-4に 示す ような幅15cm, 

長 さ20cmの 鋼製治具上に設置されている. その設置

は写真-2に 示されているように, ロー ドセル近傍部の

応力波にできるだけ乱れが生 じないようにす るために, 

頂版コンクリー トと面一にしている. また, 本研究では

ロードセル設置用治具の1ユ ニットの長さを20cmと

して蝶番で連結することにより, 覆工頂版コンクリー ト

内における治具の軸剛性や曲げ剛性の影響をできるだけ

局所的なものにすることとした。なお, ロー ドセル出力

は直径32mmの 円内に作用する樋 として出力される. 

しかしながら, 本実験では覆工頂版に入力される伝達衝

撃応力を算定する目的にロー ドセルを用いているため, 

ここでは応力の単位を用いることとす る.

覆工内鉄筋歪の測定: 覆工の動的応答性状を検討するた

めに, 載荷点部幅員方向の上下端筋に箔歪ゲージ (ゲー

ジ長2mm, ゲー ジ抵抗120Ω) を合計36点 添付 して

いる. 本実験では利得を大 きくす るために4枚 ゲージ

法により測定することとした. 

頂版裏面変位の測定: 覆工頂版裏面変位の時間的な変動

表一2 敷砂の物性値

写真-1 三層緩衝構造の設置状況

図-3 EPS材 の静的載荷時の応力歪曲線
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状態を求めるために, 載荷点中心部を含む横断面内の頂

版裏面に定格容量40mlnの 渦電流型変位計 (キーエン

ス製, 応答周波数範囲DC～1. 5kHz) を5台 設置した. 

図-5に 覆工横断面内における歪ゲージおよび渦電流

型変位計の設置位置を示 している. なお, 後節 において

実測結果 と解析結果の比較を容易にするために5点 の

頂版部下端筋の歪ゲージ添付位置および変位計設置位置

に測点番号を付 している. 各種センサーから出力される

波形データは, 次のようにして収録 ・再生処理 している.

データ収録: 加速度波形及び伝達衝撃応力波形の増幅に

は, それらの波形が高周波成分を含むものと考えられる

ため, シグナルコンディショナ (共和電業製CDV-21A, 

応答周波数範囲DC～50kHz)を 用 いている. また, 

鉄筋の歪波形の場合には, その波形が加速度波形に比較

して平滑化しているものと考 えられるため, 動歪アンプ

(共 和電業製DPM-613, 応答周波数範囲DC～10kHz)

を用いて増幅している. このようにして増幅された波形

は, 高帯域用データレコーダ(共 和電業製RTP-672A, 

応答周波数範囲DC～40kHz)に 一括記録 している. 

データ処理: データレコーダからの各出力波形は, ウェ

ーブメモリ(NF回 路ブロック製WM842, 最小サンプ

リング時間1μsec/word)を 用いて, 100μsec/wordで

A/D変 換 を行ない, 2048デ ータから成るディジタル波

形 をパーソナルコンピュータに取 り込んでいる. 各波形

の物理量への変換や図化を含む各種波形処理は, 大量の

データを効率的に処理するために, エ ンジニアリングワ

ークステーションを用いて行っている. 

4. 解 析 モ デルおよび入カデ ータ

(1) 解析モデル

有限帯板法を用いて解析を行うための覆工の要素分割

は, 図-6に 示すように載荷点部を密にし, 総要素数, 

総節点数 ともに54と している, 道路軸方向に関 しては, 

実覆工の各ブロックが基礎地盤上に設置されかっ互いに

独立 しているため, 端部の境界条件が荷重載荷部の覆工

の応答性状にも影響するものと考えられる, 本論文では, 

両端単純支持 として仮想スパン長を設定 し, 最低時固有

振動周期を実測値 と近似させることにより端部の影響を

考慮することとした, 

さらに海側側壁は開口部(採 光窓)を 有 している. 本

論文では簡易な解析を前提にしていることより, 海側側

壁の板厚を全て実壁厚 と等しくし, 実側壁の質量および

断面方向の曲げ剛性を平均化するように, 採光窓に相当

す る要素の単位体積質量および弾性係数を7/12に 低減

して解析を行っている.

実覆工は1V値 が30程 度の基礎地盤上に設置 されて

いる. 底部の境界条件に関しては, 事前解析により横断

図-4 ロー ドセル設置用治具の横断面形状

写真-2 ロー ドセルの設置状況

図一5 歪 ゲー ジお よび変位計取 付位置

○ 歪ゲージ

● 変位計

図-6 要素分割 図
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面形状が門型で脚部がピン支持された覆工構造を仮定す

る場合 と, 箱型構造 として底版の両端部を土下方向に拘

束 し地盤反力を無視 した構造を仮定する場合の頂版, 側

壁の応答結果が近似 していることが明らかになっている. 

これより, 頂版部に衝撃的な荷重が作用する場合には基

礎地盤の影響が小さいものと判断されるため, 本論文で

は底版の両端部を土下方向に拘束 し, かっ基礎地盤反力

係数を零 として簡略化することとした. 

本解析におけるFourier逆 変換の項数は, 文献10), 

11) を参考にして51項 とし, 全固有値を考慮したモー

ド法によって解析を行っている. 減衰定数は全てのモー

ドに対 して5%と した. また, 覆工の固有振動周期は

緩衝材の質量によって多少長 くなるものと考えられるが, 

本研究ではいずれの場合 も緩衝材の質量を無視して解析

を行うこととした. 

二次元骨組解析の場合には, 有限帯板法による解析 と

同様に海側側壁部の曲げ剛性, 質量を平均化し, 単位幅

を有する梁柱構造にモデル化 した. 要素分割は図-6と

同一である. なお, 鉄筋 コンクリー トの物性値は, ヤ

ング率E=3×105kgf/cm2, 単 位体積重量w=2.5

gf/cm3, ボア ソン比v=0.20と 仮定 している. 

(2) 入力データ

a) 入力荷重分布

入力荷重に関しては, 覆工本体に作用する伝達衝撃応

力分布を入力する方法と重錘衝撃力を入力する方法が考

えられる. 本論文では, まえがきにも示 しているよう

に, 伝達衝撃応力分布が構造物に作用する真の荷重であ

るもの と考え, その応力分布を入力荷重 として用いた. 

特 に, 敷砂単層を緩衝材 とする場合には, 重錘衝撃力を

落石対策便覧に基づいて入力 した場合の妥当性を検証す

るために, 覆工の載荷点中央部を通る断面の断面方向の

曲げモーメント分布に関 してのみ, 上記の二つの衝撃荷

重の入力方法を用いて解析を行った. 

図一7お よび8, 9は, それぞれ緩衝材 として敷砂単

層および三層緩衝構造を用いた場合の入力荷重分布であ

る. (a), (b)図 はそれぞれ荷重の載荷中心点を原点 とし

たときの強度分布, 時間方向分布を示 している. 伝 達衝

撃応力分布の空間分布は, 実際には載荷中心点を原点と

した点対称分布になっているものと考えられるが, 本研

究では断面方向と軸方向に関する2軸 対称分布に簡略化

している. また, 各分 布に関 しては, 各伝達衝撃応力波

形 と伝達衝撃力波形が相似な波形であるものと仮定 し, 

強度分布に関しては最大伝達衝撃力発生時の伝達衝撃応

力分布を, 時間方向分布に関 しては伝達衝撃力波形の初

期正載荷部のみを, いずれも折れ線近似 して決定 してい

る. 一方, 重錘衝撃力波形を用いる場合には, 落石対策

便覧に基づいて衝撃力を等分布荷重に置換 し, 時間方向

には伝達衝撃応力分布を入力する場合 と同様にして決定

図-7 敷砂単層を用いた場合の伝達衝撃応力分布

(a) 強度分布 (b) 時間方向分布

図-8 敷砂単層を用いた場合の重錘衝撃力から算出した荷重分布

(a) 断面方向の強度分布 (b) 時間方向分布

図-9 三層緩衝構造を用いた場合の伝達衝撃応力分布

(a) 強度分布 (b) 時間方向分布

表-3 各仮想 スパ ン長 に対す る

覆工 の固有振動周期(msec)

m: 軸方 向振動次数

i: 断面方向振動次数
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している. なお, 二次元骨組解析においては, 載荷点中

央部を通る覆工横断面方向の伝達衝撃応力分布を入力荷

重 として採用 している. 

b) 仮想 スパン長の決定

実覆工は, 底版全体が基礎地盤上に設置されかっ互い

に独立しているため, 解 析仮定の単純支持状態とは異な

る. 一般に構造物の動的応答解析を効率的に行うために

は, 最低次固有振動周期を実構造のそれに近似させるこ

とが重要であるものと考 えられる, 本研究ではこの考え

方に基づき, 特 に覆工の端部境界の影響を考慮するため

に最低次固有振動周期を近似させるようにして仮想スパ

ン長を決定 し, 解析を行なうこととした. 

図-12(a)に 示 されているように, 頂版下面の変位

振動に関する実測結果より, 覆工の最低次固有振動周期

は50msec(D2, D5)～70msec(D1)程 度であることが

わかる. 一方, 仮想 スパン長を10mか ら50mま で10

m間 隔に変化させた場合の解析結果より, 軸方向振動

次数m=1, 3に 対 して, 断面方向振動次数i=1～3

までの固有振動周期を求めると, 表-13の ようになる. 

表 より仮想スパン長を30mと す る場合が, 実測結果に

最も近い値であることがわかる. これより, 本解析では

仮想スパン長を30mと して実証実験結果 との比較検討

を行うこととした, 

5. 解 析 結 果 と実験結果の比較検討

(1) 頂版下端筋の歪波形

図一10, 11にS90-10, D-W-20の 実験ケースに関

す る載荷中心点を通る頂版下端筋歪の応答波形にっいて, 

実測結果 と仮想スパ ン長を6-30mと した場合の解

析結果を比較 して示 している. 各図の(a)図 には有限

帯板法および二次元骨組解析法を用いた場合について示

しており, (b)図 には有限帯板法 を用いた場合にっい

て拡大して示 している. 図一10, 11の(a)図 より, 

S90-10, D-W-20の 場合 とも二次元骨組解析法による解

析結果は, 実測結果および有限帯板法による解析結果よ

りも3倍 以上大きな値 となっていることがわかる. こ

れより, 落石等 によるRC覆 工の応答性状把握のため

に, 覆工を単位奥行き幅を有する骨組 にモデル化して二

次元骨組解析法を適用することは適切でないものと考え

られる. 一方, 各図の(b)図 において, 荷重載荷時の

応答について比較すると, 図一10よ りS90-10の 場合

には, 解析結果は実測結果と良 く一致 していることがわ

かる. 図一11のD-W-20の 場合には, 測点DX11で

は両者よく一致 しているようであるが, 他の測点では解

析結果が実験結果よりも多少大きな分布性状を示 してい

る. 荷 重除荷後(荷 重載荷開始時 より約40msec経 過

後)の 応答に関しては, 図 一10(b)のS90-10の 場合

には, 解析結果は緩やかな減衰自由振動状態を示 してい

る. しかしながら, 実測結果は荷重載荷開始時より100

msec経 過後 ぼぽ零レベルに達 してお り, 解析結果より

も大きな減衰性を示 している. 一方, 図-11(b)の

D-W-20の 場合には, 荷重除荷後(荷 重載荷開始時より

約80msec経 過後)も, 解析結果は実測結果 と比較的

良 く一致しているようである. 

図-10 S90-10に お ける頂版下端筋の歪応答波形 に関す る解析結果 と実験結果の比較

(a)

実験結果
有限帯板法による解析結果

骨組解析法による解析結果

(b)

実験結果
有限帯板法による解析結果
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(2)頂 版下面の変位波形

図-12に 頂版裏面に設置 した渦電流型変位計を用い

て測定 した変位波形を解析結果と比較 して示している. 

(a)図 はS90-10の 場合であり, (b)図 はD-W-20の 場合

である. 

最初に(a)図 のS90-10に ついて検討を行なう. 主波

動部では, いずれの測点も解析結果は実測結果より若干

小さく示されている. 荷重除荷後(荷 重載荷開始時より

約40msec経 過後), 測点D2に 関 しては両者比較的

良 く一致 しているが, 他 の測点では位相も異な り, 解析

結果は実験結果 と一致 していない. 特 に, 測点D1に 関

しては, 実測結果は荷重除荷後も振幅が大 きくなる傾向

にあるが, 解析結果は減衰状態となっている. 

(b)図 のD-W-20に 関 しては, 荷重載荷時の応答に関

図-11 D-W-20に おける頂版下端筋の歪応答波形 に関する解析結果 と実験結果 の比較

(a)

実験結果
有限帯板法による解析結果

骨組解析法による解析結果

(b)

実験結果
有限帯板法による解析結果

図-12 頂版下面の変位応答波形に関する解析結果と実験結果の比較

(a) S90-10の 場 合

実験結果

有限帯板法による解析結果

(b) D-W-20の 場 合

実験結果

有限帯板法による解析結果
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する解析結果は, 測 点D1を 除 き他の測点に関しては, 

実測結果 と良 く一致 していることがわかる. 測点D1に

関 しては, 荷重載荷開始後40msec程 度 までは解析結

果と実験結果は良 く一致 しているようであるが, その後

時間の経過 と共にS90-10と 同様の傾向に移行するよう

である. 

このように測点D1の 実測結果 は, S90-10, D-W-20

とも他の測点 と異なり時間の経過とともに振幅も大きく

なる傾向にある, これは, 他の測点の波動の推移 と相反

しており, 測点D1が 山側側壁の近 くに位置しているこ

とより, 理論的にも解明不能な現象である, このような

現象は, 測点D1の 変位計の取 り付け治具に不備があっ

たために発生 したものではないかと推察される. 

(3) 曲げモーメント分布

図一13に 載荷中心点を含む覆工横断面における曲げ

モーメント分布に関して, 解析結果 と実験結果を比較 し

て示している. (a)図S90-10の 場合には伝達衝撃応力

分布を入力した場合 と重錘衝撃力を落石対策便覧に従っ

て分散させ入力した場合について検討を行っている. 一

方, (b)図D-W-20の 場合には伝達衝撃応力分布を入

力した場合についてのみ検討を行っている. 実測歪波形

を用いた曲げモーメン トの算定は, 実測された引張側鉄

筋の最大歪が50μ 程度 であることより, コンクリー ト

にはひび割れが発生 していないものと判断し, 全断面有

効を仮定 して行っている. 最初に, 実測結果より求めら

れた両ケースの曲げモーメントの分布性状について検討

する. (a)図S90-10の 場合には, 載荷点中央部の曲げ

モーメントが大きな応答値を示 していることがわかる. 

これより, 敷砂を緩衝材 とする場合には衝撃荷重が中央

部に集中して作用していることが推察される. これに対

して, (b)図D-W-20の 場合には頂版部の曲げモーメ

ントが等分布荷重載荷 と同様な放物線的な分布形状を示

しており, 三層緩衝構造によって衝撃荷重が広 く分散 し

て作用 していることが推察される. 

解析結果 との比較を行 うと, (a)図S90-10の 重錘衝

撃力を入力した場合の解析結果は, 載荷点部の曲げモー

メン ト分布が緩やかな放物線分布 となり, 実測結果より

小さな分布 となっている, これは, 入力荷重を平均化し

て部分等分布荷重 と仮定 しているためと考えられる. ま

た, 荷重除荷後(荷 重載荷開始時より約40msec経 過

後)の 自由振動状態における位相も実測結果 とは異なっ

ている, 一方, 伝達衝撃応力を入力荷重 として用いる場

合には, 頂版中央部の曲げモーメントが大 きくなる傾向

や側壁部の分布性状を含め, 断面方向や時間方向の分布

性状 とも解析結果は実験値 と良 く一致 していることがわ

かる. 

(b) 図D-W-20の 場合に関 しては, 解析結果は実験結

果より多少大きめの値となっているが, (a)図 の伝達衝

撃応力分布を入力荷重 として用いた場合 と同様, 断面方

向や時間的な変動状態 とも解析結果は実験結果 と比較的

良く 一致 しているものと考えられる. 

6. ま と め

RC覆 工の合理的な設計法確立のための基礎資料を得

ることを目的として, 簡易な立体解析手法である有限帯

板法や, 従来の設計計算に用いられている二次元骨組解

析法による解析を行い, 実証実験結果 と比較することに

よって各解析手法の適用性についての検討を行った. 本

図一13 載荷点を通る横断面内の断面方向曲げモーメントの解析結果と実験結果の比較

(a) S90-10の 場 合

○ 実験結果

伝達衝撃力を用いた有限帯板法による解析結果
重錘衝撃力を用いた有限帯板法による解析結果

(b) D-W-20の 場 合

○ 実験結果

伝達衝撃力を用いた有限帯板法による解析結果
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研究では, 緩衝材 として敷砂単層を用いる場合 と表裏層

材 としてそれぞれ敷砂, EPS材 を用い, 芯材 として20

cm厚 の複鉄筋RC版 を用いる三層緩衝構造を用いる場

合について検討を行った. 本研究で得られた結果を要約

すると, 次のようである. 

二次元骨組解析法:

載荷点中心部を通 る覆工横断面方向の伝達衝撃応力分布

を入力荷重 として用いた解析結果は, 頂版下端筋歪にお

いて実測結果の3倍 以上の大きな値 となることが明 らか

になった. これより, 落石等によるRC覆 工の応答性

状把握のために, 覆工を単位奥行きを有する骨組構造に

モデル化 し, 測定された衝撃荷重を直接用いて本解析手

法を適用することは適切でないものと判断される, 

有 限帯板法:

実証実験が行われた美幌覆道は1ブ ロックがスパ ン12

mで 海側に開口部(採 光窓)を 有 し, 底版が基礎地盤

に支持されているRC覆 工である. 本研究では単純支

持された有限帯板法を用いた簡易な立体解析を行うため

に, 次 のようなモデル化を行った. す なわち, 

1) 開 口部がある海側側壁部を等価な質量 と断面方向曲

げ剛性を有する板要素 とする, 

2) また, 実測結果を参照して, 基礎地盤を無視 し底版

の両端を上下方向に拘束する, 

3) 最低次固有振動周期を近似させる方法により仮想ス

パンを決定し両端単純支持構造 とする, である. 

実 証実験結果 と本モデルを用いた解析結果 との比較よ

り, 次のような点が明らかになった. 

1) 頂版下端筋歪や頂版裏面変位に関する主応答部の解

析結果は, 伝達衝撃応力分布を入力荷重 として用い

る場合には, 開 口部近傍の頂版部の応答を除き, い

ずれの緩衝材に関 しても大略実測結果 と一致してい

ることが確認できた. 

2) 載荷点中心部を含む断面方向曲げモーメント分布に

関 して, 伝達衝撃応力分布を入力荷重として用いる

場合には, いずれの緩衝材に関 しても, 断面方向や

時間的な変動状態 とも大略実験結果と 一致 している. 

3) 敷砂単層を緩衝材 とし, 重錘衝撃力を部分等分布に

モデル化して入力する場合には, 解析結果は載荷点

直下の集中曲げモーメント分布を表すことができず, 

実測結果よりも小さな値を与える. 2)の 結果から

類推すると, 入力荷重は伝達衝撃応力分布を用いる

ほうがより適切であるもの と判断される. 

4) 以上 より, 本研究で採用 した有限帯板法は, 上記モ

デル化を行 うことにより落石等 によるRC覆 工の

主応答部の簡易な立体解析に適用可能であることが

明らかになった. 
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APPLICABILITY OF IMPACT ANALYSIS METHODS ON RC ROCK-SHED

STRUCTURE BASED ON THE FULL SCALE IMPACT TEST 

Norimitsu KISHI, Osamu NAKANO, Ken-ichi G. MATSUOKA and Noriyuki SUGATA 

To establish a simple and rational method for dynamic response analysis of RC rock-
shed structure under rock-falling, applicability of Finite Strip Method (F. S. M.) and 2-
dimensional frame method on the impact behavior of RC rock-shed structure is con-
sidered. The experimental results obtained from the full scale impact test of RC rock-
shed structure are used to confirm the applicability of those analytical methods. 
Finally, it is shown that the main part of dynamic response of RC rock-shed structure 
will be predicted by using F. S. M. 
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